行政システムの変容 ――1980年代以降の行政改革―― by 大藪 俊志
17経済学論纂（中央大学）第58巻第 3 ・ 4 合併号（2018年 3 月）
₁ ．は じ め に
₂ ．行政改革の展開
₃ ．行政改革の諸相
₄ ．行政改革の特徴
₅ ．お わ り に
――₁₉₈₀年代以降の行政改革――
₁ ．は じ め に
　本稿の目的は，第二次臨時行政調査会（第二次臨調）の設置（₁₉₈₃年 ₃ 月）以降，日本の行政シ
ステムに生じた変化の様相を検証することにある．
　₁₉₈₀年代以降，継続的に実施されてきた日本の行政改革は，一般には新自由主義の思潮のもと，
行政の守備範囲の縮小と「小さな政府」を志向する試みと理解される．一連の行政改革における
事務事業の民営化や民間委託などの取組みは，行政が本来果たすべき役割を放棄する「国家の撤
退」として批判されることも多い．
　一方で，近年の先進国における行政改革の動向を分析した OECD（経済協力開発機構）の調査に
よれば，政府の役割は縮小したわけではなく，政府の社会に対する介入の仕組みに大きな変化が
生じたことが指摘されている．こうした見方は，日本を含む先進国の行政改革の様相が，「小さな
政府」や「国家の撤退」という表現だけでは説明できないことを窺わせるものである．
　そこで本稿では，₁₉₈₀年代以降の行政改革を検討の対象として，とりわけ行政の守備範囲（活動
領域）の見直し，政府（組織構造）の再編に注目することにより，近年における行政改革の特徴を
分析することとしたい．
　 ₂ ．行政改革の展開
2 - 1 　行政改革の背景
　一般に「行政改革」とは，「行政制度，行政組織又は行政運営を時代の要請に応じて適切に改め
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ていくこと」1）を意味し，「政府構造の根幹に関わる諸制度と法令上の権限を所与の前提とし，この
枠内で，総括管理機関が予算査定と定員査定をとおして新規増分を抑制する」ことを目的とする
「日常の行政管理」とは区別される2）．また，行政改革の対象範囲は，国の行政を支える基本的な制
度（行政組織，地方制度，公務員制度，税財政制度）の見直しから，事務事業の縮小など行政の責任
領域の変更にまで及ぶ3）．
　第二次世界大戦後の復興から高度経済成長の時代，先進国では福祉国家の形成とともに行政も
その活動範囲を広げていった．しかしながら，二度の石油危機を契機として先進国の経済は低成
長の時代を迎え，各国の政府は税収が減少するなか社会保障制度などに支出を要する財政負担の
増大に苦しむようになる．そのため，福祉国家モデルのもとで拡大を続けてきた行政活動（いわゆ
る「大きな政府」）に対する批判が高まりをみせていく．また，長引く経済停滞により財政破綻の
危機に直面すると，「市場の失敗」への対応を目的とする国家の経済に対する介入（公的規制など）
が，経済の発展を阻害する「政府の失敗」とみなされるようになった．加えて広範な公共サービ
スの供給を担う行政活動の非効率性も問題視されるようになり，公共サービスのあり方を再考し
改めて市場機能を重視する考えが広まっていく．このような状況のもと，先進国では行政改革が
主要な政治課題として認識されるようになり，肥大化した行政システムの見直しが取り組まれる
ようになる．
　とりわけ「イギリス病」とも称された長期にわたる経済の停滞に苦しんだイギリスでは，サッ
チャー政権（₁₉₇₉─₁₉₉₀年）のもと福祉国家モデルを大胆に見直し，₁₉₈₀年代以降，先駆的な行政
改革を実行することにより注目を浴びるようになった．その際に展開された行政改革の手法が
NPM（New Public Management）である．
　NPM とは，イギリスやニュージーランドなど主に英語圏の国々における行政の実務から生じた
改革手法の総称を意味する4）．この NPM の教義（doctrine）には，次の ₇ つの要素が含まれる5）．①
公共部門では専門家（professional）による実践的な経営が行われる．②業績に関する基準と指標
が明示される．③結果に基づく統制（output controls）を重視する．④公共部門の組織を個別の単
位（units）に分割する．⑤公共部門における競争を促進する．⑥民間企業で用いられるマネジメ
ント手法を重視する．⑦資源（resource）を利用に関する規律と倹約を強調する．
　NPM の教義に基づく改革の目的は，行政システムに民間部門（企業）の経営理念やマネジメン
ト手法，成功事例などを導入することにより， ₃ E（経済性・効率性・有効性）を向上させ，税金
₁ ）　ぎょうせい（₁₉₇₅）₄₀₉―₄₁₁頁．
₂ ）　西尾（₂₀₀₁）₃₆₉頁．
₃ ）　阿部・新藤・川貞（₁₉₈₆）₁₀₃頁．
₄ ）　大住（₁₉₉₉） ₁ 頁．
₅ ）　Hood（₁₉₉₁）pp. ₄―₅．
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に見合う価値のある公共サービスの供給（VFM：Value For Money）を実現することにある．この
点，従来の行政改革と異なる NPM の意義は，国民負担の引き上げや公共サービスの削減といった
二者択一論ではなく，新たな発想による公共サービスの水準向上を目指すところにある6）．
　サッチャー政権による行政改革では，国営企業（航空，鉄道，通信，エネルギーなど）の民営化，
金融業を対象とする大規模な規制緩和（ビッグバン），社会保障制度の見直しなどが実施された．
また，行政機関から事務事業の実施部門を分離・独立させ自律的・効率的な運営を行わせる仕組
み（エージェンシー）や，公共サービスの供給主体を競争入札で決定する（自治体と民間企業が対等
な立場で入札に参加することが条件となる）制度の導入も行われた．これらの取組みはイギリス経済
の再生に大きく貢献したものとみなされ，その後の各国における行政改革にも多大な影響を及ぼ
していく．
2 - 2 　日本における行政改革の経緯
　第二次世界大戦後の日本において，最も初期に行政システムの見直しを行ったのが臨時行政調
査会（第一次臨調）である7）．第一次臨調（₁₉₆₁～₆₄年）は，高度経済成長の時代に入り，急速に発
展する社会経済の動向に比べて非効率性や立ち遅れが目立つ行政の見直しを目的として，制度や
運営の改善に関する基本的事項の調査審議を行った．第一次臨調では，内閣の機能，中央省庁，
共管競合事務，行政事務の配分，許認可等，行政機構の統廃合，公社・公団等，首都行政，広域
行政，青少年行政，消費者行政，科学技術行政，事務運営，予算・会計，行政の公正確保のため
の手続，公務員制度など広範な分野を対象として行政改革の提言を行った．この当時，提言の多
くは実施に至らなかったものの，後の行政改革において実現をみた内閣機能の強化や内閣府の設
置，行政手続法の制定などを構想していたところにその先見性が認められる．
　第一次臨調以後，行政機構の膨張と公務員の定員を抑制するため， ₁ 省庁 ₁ 局削減が実施（₁₉₆₈
年）され，総定員法（行政機関の職員の定員に関する法律）が制定（₁₉₆₉年施行）された8）．これらの
取組みにより₁₈の府省庁において一律に内部部局が ₁ 局ずつ削減され，国家公務員の定員総数に
は最高限度枠が設けられた．この後，中央省庁が新たな組織の設置や再編を行う場合，引き換え
に相応の組織の廃止や人員の再配置が求められるスクラップ・アンド・ビルド方式が適用される
こととなる．
　その後，二度の石油危機を経て高度経済成長の時代が終焉を迎えると，日本においても他の先
進国と同様に，急速に悪化する財政危機の解決と肥大化した行政システムの見直しが重要な政治
₆ ）　大住（₂₀₁₀）₁₅頁．
₇ ）　第一次臨調の取組みに関し，田中（₁₉₉₆）₁₀―₁₃頁，増島（₂₀₀₃）₅―₁₀頁，福沢（₂₀₁₀）₁₀₅―₁₂₁頁
を参照．また，日本の行政史と戦後の行政改革に関し，笠原・桑原（₂₀₀₄）と毛（₁₉₉₇）を参照．
₈ ）　田中（₁₉₉₆）₂₁₅―₂₃₆頁．
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課題として浮上する．そこで，政府は第二次臨時行政調査会（第二次臨調）を設置（₁₉₈₁～₈₃年）
し，「増税なき財政再建」のスローガンを掲げ，「活力ある福祉社会」と「国際社会に対する貢献
の増大」を実現するため，変化への対応，総合性の確保，簡素化・効率化，信頼性の確保の観点
に基づく，行政の制度と運営の改善策を提言する．第二次臨調の提言は多岐にわたるが，特に注
目された改革項目が，国の公共企業体である三公社（日本国有鉄道，日本電信電話公社，日本専売公
社）の民営化である．非効率的な経営や敵対的な労使関係などの課題を抱えていた三公社は，JR
グループ，NTT グループ，日本たばこ産業株式会社（JT）としてそれぞれ民営化されることと
なった9）．
　第二次臨調以降の行政改革では，「官から民へ」（民営化の推進，公的規制の緩和など）と「国か
ら地方へ」（地方分権の推進）という基本方針が定着していく．このうち「官から民へ」という方
針では，臨時行政改革推進審議会（行革審：第 ₁ 次～第 ₃ 次）（₁₉₈₃～₉₃年）において許認可などの
公的規制の見直しが中心的なテーマとなった10）．規制緩和の取組みは「規制緩和推進計画」（₁₉₉₅年
閣議決定）において実現し，₁₁分野，₁,₇₇₉事項を対象とする規制緩和が実施されていく．この後，
経済の活性化や行政の簡素化などを目的とする公的規制の見直しは，経済社会の広範な構造改革
を視野に入れた規制改革と名を変え今日まで持続的に取り組まれている．また，行革審の提言を
受け，行政運営の公正さと透明性を確保する観点から，第一次臨調の提言以来の懸案事項として
残されていた行政手続法も制定（₁₉₉₃年）されるに至った．
　この後の行政改革委員会（₁₉₉₄～₉₇年）では，行政活動の範囲が具体的な見直しの検討対象とな
る11）．行政改革委員会は，行政活動を効率化し「民間でできるものは民間に委ねる」という基本方
針を掲げ，行政活動の領域の再整理を目的とする「行政関与の在り方に関する基準」を提示した．
このような流れのなかで国と自治体は，事務事業の民営化や民間委託などを積極的に推進してい
く．
　また，「国から地方へ」という方針に関しては，₁₉₉₀年代以降，地方分権改革（第 ₁ 次・第 ₂ 次）
が推進されたことによって国と自治体の関係は大きく変化することになる12）．このうち第 ₁ 次地方
分権改革（₁₉₉₅～₂₀₀₀年）では，明治維新以来の中央集権型行政システムを改め，地域社会の多様
な個性を尊重する地方分権型行政システムを構築することが目指された．後の第 ₂ 次地方分権改
革（₂₀₀₆～₁₄年）においても，自治体行政に対する更なる規制緩和と権限の移譲が実施されてい
₉ ）　第二次臨調の取組みに関し，臨調・行革審 OB 会（₁₉₉₁），増島（₂₀₀₃）₁₀―₁₄頁，江澤・村上・辻・
渡邉（₂₀₀₆） ₁ ―₂₂頁，門松（₂₀₁₀）₁₂₃―₁₄₇頁，佐藤・門松（₂₀₁₃）₁₄―₆₂頁を参照．
10）　行革審（第 ₁ 次～第 ₃ 次）の取組みに関し，臨調・行革審 OB 会（₁₉₉₁），佐藤・門松（₂₀₁₃）₁₄―
₆₂頁を参照．
11）　行政改革委員会の取組みに関し，行政改革委員会事務局（₁₉₉₇）を参照．
12）　地方分権改革の経緯と概要に関し，地方自治制度研究会（₂₀₁₅）を参照．
行政システムの変容（大藪） 21
る．
　地方分権改革と同時期には国の行政組織構造全体も改革の対象とされた．特に行政改革会議
（₁₉₉₆～₉₈年）では，戦後型行政システムの抜本的な見直しを目指し，簡素・効率的・透明な政府
を実現するための様々な提言を行った13）．その内容は中央省庁等改革基本法（₁₉₉₈年施行）にまと
められ，①中央省庁の再編成，②内閣総理大臣の補佐体制の強化，③行政のスリム化，④独立行
政法人制度の創設などが実施された．さらに，国民の声を反映し開かれた行政を実現するため，
情報公開法（行政機関の保有する情報の公開に関する法律）（₁₉₉₉年）の制定，パブリックコメント
（意見公募手続）制度（₁₉₉₉年），政策評価制度の導入（行政機関が行う政策評価に関する法律）（₂₀₀₁
年）も実施された．
　この後も，政策金融や特別会計などの改革を目的とした行政改革推進法（簡素で効率的な政府を
実現するための行政改革の推進に関する法律）（₂₀₀₆年）の制定，公益法人制度の改革（₂₀₀₀～₀₈年），
公務員制度改革（人事評価・採用試験の見直し，幹部公務員人事などを担当する内閣人事局の創設）な
どが実施されており，行政のあり方を見直す取組みは今日まで継続して行われている．
₃ ．行政改革の諸相
　前節で概観した行政改革の背景と経緯を踏まえ，本節では₁₉₈₀年代以降の日本において実施さ
れた行政改革の取組みの概要を，行政の守備範囲（活動領域）の見直しと政府（組織構造）の再編
という ₂ つの側面から注目してみたい．
3 - 1 　行政の守備範囲の見直し
　行政の活動領域を見直す「行政の守備範囲」論が登場した背景には，第二次臨調において，「自
立自助」の提唱と「官から民へ」（具体的には国営企業の民営化，規制緩和の推進など）という基本
方針が示されたことが挙げられる．この論点は₁₉₈₀年代以降の行政改革における主要なアジェン
ダとして取り上げられるようになり，とりわけ「官から民へ」という理念は，行政改革員会にお
いて 「行政関与の在り方に関する基準」として具体化される（図 ₁ ：判断基準の狙い）．
　この基準では，政府（行政）と民間部門との役割分担に関し次の ₃ つの基本原則を示す14）．
①「民間でできるものは民間に委ねる」という考え方に基づき，行政の活動を必要最小限とする．
②「国民本位の効率的な行政」を実現するため，国民が必要とする行政を最小の費用で行う．③行
政の関与が必要な場合，行政活動を行う各機関は国民への「説明責任（アカウンタビリティー）」を
13）　中央省庁等の改革の経緯と概要に関し，増島（₂₀₀₃）₁₄―₆₉頁，小森（₂₀₀₆）₂₃―₆₃頁を参照．
14）　「行政関与の在り方に関する基準」に関し，行政委員会事務局編（₁₉₉₇） ₅ ―₅₆頁を参照．
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果たさなければならない．また，全般的な基準（基本原則を具体化するもの）として，①民間活動
の優先，②行政活動の効率化（行政における市場原理の活用，権限と責任の明確化，政府の失敗の考
慮），③行政による説明責任の遂行と透明性の確保（行政の説明責任，便益と費用の総合評価，数量
的評価，情報公開），④定期的な見直し，を提示した（図 ₂ ：判断基準のイメージ図）．
　このような方針を受け，国と自治体では様々な手段を用いて行政の活動領域の見直しを継続的
に行ってきた．これまでに取り組まれた具体的な改革手法としては，民営化，規制緩和（規制改
革），事務事業の民間委託，独立行政法人制度，指定管理者制度，PFI（Private Finance Initia-
tive），市場化テスト（官民競争入札）などが挙げられる．
　民営化とは，一般に政府（国・自治体）が保有する企業や事務事業の経営主体を，民間部門に移
行させることを指す．第二次臨調の提言により実現した三公社（国鉄・電電公社・専売公社）の民
現在の行政活動
行　政
説明責任
国　民
チェック
デメリット
メリット デメリット
メリット
積極的に公開行政による自らの活動の妥当性の説明責任
国民に対して説明内容を積極的に公開
（透明に）
行政関与のメリット・デメリットの比較
判断基準（＝評価の統一基準）に従って評価
行政が関与する分野の絞り込み
行政の関与が弱い手段・
形態への移行
国民に対する「説明責任」
便益と費用の総合評価
民間でできるものは民間に委ねる。
行政の効率化
今後の行政活動 定期的な見直し
国民本位の行政
立法などに通じた国民によるチェック
行政のスリム化
  手段 ・ 形態の選択最も適切な
図 1　行政関与の在り方に関する基準
出所）行政委員会事務局編（₁₉₉₇）₆₁頁．
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営化はその代表例であるが，経営に対する政府の関与の程度に応じて幾つかのパターンが存在す
る15）．まず，一般の民間会社と同様の取扱いを受け，全ての株式を市場に公開（上場）する場合は，
完全民営化とみなされる（JR 東日本・JR 東海・JR 西日本・JR 九州，日本航空株式会社（JAL）など）．
しかしながら，株式の一部を上場するにとどまるケース（日本電信電話株式会社（NTT），日本たば
こ産業株式会社（JT），日本郵政（JP）など）や株式を上場せずに政府が保有し続けるケースもあ
る．後者の場合，対象となる事業は特殊会社として設立された企業（JR 北海道・JR 四国・JR 貨物，
高速道路株式会社（ ₆ 社）など）に移管されているが，安定した経営基盤の確立などを理由として
政府は特殊会社の経営に対して大きな影響力を及ぼしている．
　規制緩和とは，経済主体（企業など）に対する政府の規制（公的規制）を撤廃あるいは，その一
部を緩和することであり，近年は規制改革とも称する．公的規制は，一般に経済的規制（企業の参
入・退出，価格，サービスの質と量，投資，財務，会計などの行動を許認可などの手段によって規制）
と社会的規制（労働者や消費者の安全・健康・衛生の確保，環境の保全，災害の防止など目的として特
定行為の禁止・制限を行う規制）に分類される16）．近年の行政改革においては，規制の総合的な見直
しを行うために「規制緩和推進計画」（₁₉₉₅～₉₇年度）を策定して以降，計画の改定や新計画を策
定するなかで，経済的規制は原則的に撤廃し社会的規制は必要最小限とする原則のもと，各分野
における規制改革が進められてきた．具体的にみると分野横断的な規制では，参入（需給調整）規
制（免許・許可制度など），資格制度（業務独占資格など），基準・規格及び検査・検定に関する制度
が見直しの対象とされた．また個別分野では，住宅・土地，公共工事，情報・通信，運輸，エネ
ルギー，金融・証券・保険，農業・農産物，保安・環境ビジネス，雇用・労働，医療・福祉，教育，
競争政策，法務など様々な業界を対象とした規制の見直しが実施されている．
　民間委託に関しては，主に自治体の事務事業の見直しにおいて現業業務などの民間委託が積極
15）　真渕（₂₀₁₂）₁₁₈―₁₁₉頁．
16）　植草（₂₀₀₀）₂₁―₂₇頁，₂₈₈―₂₉₆頁．また，社会的規制に関し，社会的規制研究会編（₁₉₉₆）を参照．
また，規制改革の現況に関し，内閣府〔規制改革〕（http://www₈.cao.go.jp/kisei-kaikaku/）を参照．
　仕方に関する基準
行政の関与の
手段・形態A
　　〃　　B
　　〃　　
　　〃　　
今後，行政の関与が必要な分野 今後，行政が関与してはならない分野
現在，行政が関与している分野 現在，行政が関与していない分野
行政の関与
最適なものを選択
強
な　し
弱
図 2　行政関与の可否に関する基準
出所）行政委員会事務局編（₁₉₉₇）₆₃頁（判断基準のイメージ図）．
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的に推進されてきた17）．例えば，都道府県と政令指定都市では，本庁舎の清掃・夜間警備，学校給
食の調理・運搬，道路の維持補修・清掃，情報処理・庁内情報システムの維持，ホームページの
作成・運営，調査・集計などの業務に関し，ほぼ全ての自治体が民間委託を行っている．市区町
村においても，し尿収集，一般ごみの収集，水道メーターの検針，ホームヘルパーの派遣，在宅
配食サービス，情報処理・庁内情報システムの維持などの業務を，民間委託する自治体の割合が
₉ 割を超えている．これ以外にも案内・受付，電話交換，公用車の運転，総務関係事務について，
民間委託を行う自治体が増えつつある．なお，民間委託の場合，公共サービスの具体的な供給方
法は民間部門の主体に委ねられるが，供給義務はなお政府（行政）に残されるところが民営化とは
異なる特徴となる．
　指定管理者制度は，公の施設（体育・文化施設，社会福祉施設など）の管理・運営を民間企業等
に委託することを可能にする仕組みである．この制度を導入する₇₆,₇₈₈施設（都道府県₆,₉₀₉施設，
政令指定都市₇,₉₁₂施設，市区町村₆₁,₉₆₇施設）のうち，約 ₄ 割に当たる₂₉,₀₀₄施設では，株式会社・
NPO 法人・学校法人・医療法人などの民間事業者が指定管理者に指定されている18）．
　PFI（Private Finance Initiative）は，公共施設などの建設・維持管理・運営を行う際，民間企
業の経営・技術の能力や資金を活用することにより，行政が直接実施する場合よりも低廉なコス
トで公共サービスの質を高めていくことを目的とした改革手法である．国や自治体が事業主体と
なる PFI 事業において，その活用対象は，文教施設，文化施設，福祉施設，医療施設，廃棄物処
理施設，観光施設，農業振興施設，道路・公園・下水道施設・港湾施設，警察・消防施設，事務
庁舎・公務員宿舎など広範囲にわたる19）．
　市場化テスト（官民競争入札）は，対象事業とされた公共サービスの実施に関し，行政と民間事
業者が対等な立場で競争入札に参加する仕組みであり，価格と質の両面で優れた提案を行った側
にそのサービスの提供が委ねられる．これまでの事例をみると，国においては，登記や統計に関
連する事務，研修関連の業務，情報システムの管理運営，職員公舎管理業務などが，自治体にお
いては窓口業務（支所，まちづくりセンター，公民館など）の事業が，入札を経て民間事業者が実施
することとされたケースがある20）．
17）　総務省（₂₀₁₇a）「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査等（平成₂₉年 ₃ 月₃₀日公表）」．
18）　総務省（₂₀₁₆a）「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果（平成₂₈年 ₃ 月₂₅日公
表）」．
19）　PFI に関し，内閣府民間資金等活用事業推進室（PFI 推進室）（http://www₈.cao.go.jp/pfi/index.
html）も参照．
20）　市場化テスト〔官民競争入札〕に関し，内閣府規制改革・民間開放推進会議〔市場化テスト（官民競
争入札）〕（http://www₈.cao.go.jp/kisei-kaikaku/old/market/index.html），総務省〔公共サービス改革
（市場化テスト）〕（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/koukyo_service_kaikaku/index.
html）も参照．
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　さらに，「行政関与の在り方に関する基準」が示した行政による説明責任の遂行と透明性の確保
という方針に関しては，行政手続法の制定（₁₉₉₃年），情報公開法（行政機関の保有する情報の公開
に関する法律）の制定（₁₉₉₉年），パブリックコメント（意見公募手続）制度（₁₉₉₉年）と政策評価
制度（行政機関が行う政策評価に関する法律）（₂₀₀₁年）の導入を通じて，国民の声を反映した開か
れた行政システムを実現するための制度整備が行われてきた．
　自治体行政においても，説明責任と透明性の確保に関わる取組みでは，国に先んじて情報公開
条例の制定が行われており，意見公募手続制度（パブリック・コメント）や行政手続条例，行政評
価制度の整備も進展しつつある．その導入状況をみると，情報公開条例は全ての都道府県・政令
指定都市と市区町村の₉₉.₉％において制定済みであり，意見公募手続制度の導入状況は，都道府県
（₉₇.₉％），政令指定都市及び中核市（₁₀₀%），特例市（₉₇.₅%），その他の市区町村（₅₂.₁％）となっ
ている21）．
3 - 2 　政府（組織構造）の再編
　政府（組織構造）の再編では，国においては中央省庁等改革，国と地方の関係においては地方分
権改革が推進された．
　まず，中央省庁等改革では，①中央省庁の再編成（当時の ₁ 府₂₂省庁を ₁ 府₁₂省庁へ大括りに再
編），②内閣総理大臣の補佐体制の強化（内閣府の設置など政治主導の行政運営を目指す），③行政の
スリム化（事務事業の見直し，組織・人員の削減など），④独立行政法人制度の創設（イギリスのエー
ジェンシーをモデルとする制度）が実行された22）．
　このうち独立行政法人制度は，国や自治体の業務のうち，政策実施機能に該当する事務事業を
分離したうえで担当する組織に独立の法人格を付与し，サービスの質の向上，業務の活性化，効
率性の向上，自律的な運営，透明性の確保などを図ることを目的としている23）．制度の趣旨に基づ
き，国においては中央省庁の再編と同時に独立行政法人通則法のもと，研究・試験機関，博物館・
美術館などの分野を中心に各法人が設立された24）．また，自治体においても，地方独立行政法人法
のもと公立大学，公営企業，試験研究機関，社会福祉施設が運営されている25）．
21）　総務省（₂₀₁₄）「地方公共団体における情報公開条例の制定状況（平成₂₆年₁₀月 ₁ 日現在）」，総務省
（₂₀₁₅a）「地方公共団体における意見公募手続制度の制定状況（平成₂₇年 ₁ 月 ₅ 日現在）」．なお，行政
手続条例と行政評価制度の制定状況に関し，総務省（₂₀₁₅b）「地方公共団体における行政手続条例の
制定状況（平成₂₇年 ₁ 月 ₅ 日現在）」，総務省（₂₀₁₇b）「地方公共団体における行政評価の取組状況に
関する調査結果（平成₂₈年₁₀月 ₁ 日現在）」を参照．
22）　中央省庁等の改革に関する内容について，増島（₂₀₀₃）₁₄―₆₉頁，小森（₂₀₀₆）₂₃―₆₃頁を参照．
23）　中央省庁等改革基本法（平成₁₀年法律第₁₀₃号）第₃₆条～第₄₂条．
24）　₂₀₁₇年 ₄ 月 ₁ 日現在，₈₇法人が設立されている．総務省（₂₀₁₇c）「独立行政法人一覧」を参照．
25）　地方独立行政法人の内訳は，公立大学（₇₀），公営企業（₅₃），試験研究機関（₁₁），社会福祉施設
26
　また，国と地方の関係，自治体を取り巻く環境も地方分権改革（第 ₁ 次・第 ₂ 次）が推進された
ことにより大きく変動することとなった．
　このうち，第 ₁ 次地方分権改革（₁₉₉₅～₂₀₀₀年）では，従来の中央集権型行政システムを改め，
地域社会の多様な個性を尊重する地方分権型行政システムを構築することを目指していた．この
改革において実現した主要な事項は以下のとおりである26）．①機関委任事務制度の廃止等：自治体
の首長を国が包括的に指揮監督する下部機関と位置づけ，国の事務を実施させる機関委任事務制
度（都道府県事務の ₇ ～ ₈ 割，市町村事務の ₃ ～ ₄ 割を占めていたとされる）を廃止した．この見直
しに伴い自治体が担う事務は自治事務と法定受託事務に再編された．②国と自治体との間の調整
方法の見直し：国が自治体に関与する場合は個別の法令の根拠が必要とされ，国地方係争処理委
員会が設置された．③必置規制の緩和：施設や職員の配置などに関する国の詳細な規制（義務付け・
枠付け）を見直すことにより，自治体の裁量の余地を広げた．
　また，第 ₂ 次地方分権改革（₂₀₀₆～₁₄年）では，自治体に対する規制緩和と権限の移譲が主要な
改革事項とされた27）．具体的な取組みとしては，施設・公物設置管理の基準などに関する義務付け・
枠付けの見直し，国から自治体への権限の移譲（都道府県から市町村への権限の移譲），国と地方の
協議の場の法制化などが順次実施されている．
　　 ₄ ．行政改革の特徴
4 - 1 　行政システムの変容
　一般に，行政改革を実行するためには，次の ₄ つの戦略を採ることが可能とされる28）．①伝統的
な手法である支出の抑制，公務員の定員削減，綱紀の粛正などを通じて，行政に対する統制を強
化する．② NPM の導入，事務事業の民間委託・民営化を推進することにより，行政システムを市
場化（marketize）していく．③行政システムの効率化と市場経済システムの活用を進めつつ，応
答性の高い政府を構築する（「行政の現代化」（modernize））．④できる限り多くの事務事業を市場
経済システムに委ねることにより，行政の役割の最小化（minimize）を目指す（「国家の空洞化」）．
　₁₉₈₀年代以降の行政改革では，行政の守備範囲の見直し（民営化，規制緩和（規制改革），事務事
業の民間委託など），NPM 型改革手法の導入（独立行政法人制度，指定管理者制度，PFI，市場化テ
スト），政府（組織構造）の再編，行政の説明責任と透明性を確保する制度（政策評価，情報公開，
（ ₁ ）．総務省（₂₀₁₇d）「地方独立行政法人の設立状況（平成₂₉年 ₄ 月 ₁ 日現在）」を参照．
26）　第 ₁ 次地方分権改革の内容に関し，地方自治制度研究会（₂₀₁₅）を参照．
27）　第 ₂ 次地方分権改革の内容に関し，地方分権改革有識者会議（₂₀₁₄）「個性を活かし自立した地方を
つくる―地方分権改革の総括と展望―」内閣府を参照．
28）　Pollit and Bouckaert（₂₀₀₄）pp. ₁₈₆―₁₈₈．古川・北大路（₂₀₀₄）₁₇―₂₀頁も参照．
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意見公募手続など）の構築が進められており，①～③の戦略，すなわち行政システムに対する統制
の強化，行政の市場化・現代化の方法が適宜に組み合わされてきたといえる．
　それでは，これまでの行政改革の結果，日本の行政システムにはどのような変化が生じたので
あろうか．この点，財政の規模 公務員の数，公的規制のあり方から政府の大きさに注目してみた
い29）．まず，日本における一般政府の総支出は対 GDP 比で₃₉.₅％であり，OECD 諸国の平均
（₄₁.₉％）や主要先進国における推移（表 ₁ ）と比較すると，政府の支出規模における日本の行政は
相対的に「小さな政府」とみなされる30）．
　また，国民負担率（対国民所得比）の推移では，₂₄.₃％（₁₉₇₀年）から₄₂.₅％（₂₀₁₇年）へと大幅
な上昇がみられるが，国際比較では依然として低い数値となっている（図 ₃ ）31）．
　次に公務員の数をみると，国家公務員（一般職）の定員は，総定員法に基づく定員の最高限度枠
の設定や，独立行政法人制度の導入，国立大学の法人化などに伴う影響もあり，₈₉₉,₃₃₃人（₁₉₆₇
年度）から₂₉₇,₀₂₅人（₂₀₁₇年度）にまで減少した（図 ₄ ）．また，地方公務員の定員も減少傾向に
あり，ピーク時の₃,₂₈₂,₄₉₂人（₁₉₉₄年）から₂₂年連続で減少（約₅₄万人の削減）し₂,₇₃₇,₂₆₃人
（₂₀₁₆年）となっている32）．このような取組みの結果として，日本は公務員の数が非常に少ない国と
位置づけられる（図 ₅ ）．
　一方，公的規制の状況を総務省の「許認可等の統一的把握結果」からみると，許認可等の根拠
29）　「政府の大きさ」について，内閣府（₂₀₀₅）₉₃―₁₁₄頁を参照．
30）　一般政府の支出規模について，日本は₂₀₁₄年の数値（財務省（₂₀₁₇a）），OECD 諸国の平均は₂₀₁₃年
の数値（OECD（₂₀₁₆）₇₀―₇₁頁を参照）．
31）　国民負担率の推移に関し，財務省（₂₀₁₇b）（http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/₀₂₀.
htm）を参照．なお，OECD 加盟国（₃₄か国）中，日本の国民負担率は₂₈番目の位置にある（₂₀₁₄年
度）．
32）　地方公務員の定員管理に関し，総務省〔地方公務員数の状況〕（http://www.soumu.go.jp/iken/kazu.
html）を参照．
表 1　一般政府の支出規模の推移（対 GDP 比：％）
₁₉₆₀年 ₁₉₇₀年 ₁₉₈₀年 ₁₉₉₀年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₅年
日本 ₂₁ ₁₉ ₃₂ ₃₂ ₃₈ ₃₇
アメリカ ₂₈ ₃₁ ₃₂ ₃₇ ₃₄ ₃₅
カナダ ₂₉ ₃₄ ₃₉ ₄₉ ₄₁ ₄₀
ドイツ ₃₂ ₃₈ ₄₈ ₄₅ ₄₆ ₄₇
フランス ₃₅ ₃₉ ₄₆ ₅₁ ₅₃ ₅₃
イタリア ₃₀ ₃₃ ₄₂ ₅₄ ₄₇ ₅₀
イギリス ₃₃ ₃₇ ₄₃ ₄₂ ₃₇ ₄₃
出所 ）宮川（₂₀₀₉） ₅ 頁（表 ₁ ）をもとに OECD（₂₀₀₅）pp. ₂₁₈⊖₂₁₉（Table B.₁.）を参照 , 一部
修正 .
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図 3　国民負担率（対国民所得比）の内訳の国際比較
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図 4　国の行政機関の定員の推移
　出所）内閣官房内閣人事局（http://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/satei_₀₂.html）．
　出所）財務省（http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/₀₂₀.htm）．
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となる法令の条・項などの数は，中央省庁の再編後も増加傾向にある（図 ₆ ）33）．
　他方で，規制の手段である許認可等の内容を用語の分類から分析すると，強い規制（許可，認
可，免許，指定など）や中間の規制（認定，検査，登録など）に比べて，弱い規制（届出，提出，報
告など）の割合が増える傾向にある（図 ₇ ）34）．
33）　総務省の「許認可等の統一的把握結果」（総務省（₂₀₁₆b））では，法令及び告示において，許可，認
可，免許，承認，検査，登録，届出，報告などの用語を使用するものを調査の対象としている．
34）　総務省「許認可等の統一的把握結果」における規制の分類は以下のとおり．強い規制（一般的な禁
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図 5　OECD 諸国の労働力人口に占める一般政府・公企業の雇用者の比率（₂₀₀₈年）
出所）人事院（公務員制度と人事院）（http://www.jinji.go.jp/booklet/booklet_top.htm）．
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図 6　許認可等の根拠条項等数の推移
出所）総務省（₂₀₁₆b）「許認可等の統一的把握結果について（平成₂₈年 ₃ 月）」．
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　以上，政府の支出規模や国民負担率の水準，公務員の定員からみると，国際比較においては日
本は小さな政府の国として位置づけられる．他方，近年の推移をみれば，政府の総支出は減少せ
ずむしろ増加していること，また，許認可等の公的規制も増えていることが指摘される．加えて，
行政活動の領域の見直しと NPM 型改革手法の導入による公共サービスの供給方式の多様化，許認
可等の内容の変化（弱い規制の割合の増加）なども行政システムの変容を示す傾向として注目され
る．
4 - 2 　OECD諸国における行政改革　
　以上にみた₁₉₈₀年代以降の日本の行政改革は，OECD 加盟国における行政改革の潮流と共通し
た特徴を有する．その特徴とは，政府の社会経済に対する介入手法の態様や組合せに生じた大き
な変化であり，政府の役割の一方的な縮減を意味するものではない．この点，OECD の調査によ
れば，先進国において実施された行政改革には以下の ₆ つの特徴が確認されるという35）．
　① 　「開かれた政府」の実現に向けた取組み：情報公開・行政手続・オンブズマンなどの制度，
止を特定の場合に解除する行為，特定の権利等を設定する行為など）．中間の規制（特定の事実や行為
が，あらかじめ定められた基準等を満たしているか否か審査・判定し，これを公に証明する行為など）．
弱い規制（一定の事実を行政庁に知らせるもので，行政庁は原則として記載事項を確認し，受理する
にとどまるものなど）．
35）　OECD（₂₀₀₅）pp. ₂₀―₂₃（経済協力開発機構（₂₀₀₆）₃₁―₃₆頁）．
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図 7　用語分類別の根拠条項等数の割合の推移
出所）総務省（₂₀₁₆b）「許認可等の統一的把握結果について（平成₂₈年 ₃ 月）」．
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市民憲章（Citizenʼs Charter）の導入，行政の簡素化，ICT（情報通信技術）の活用などにより，
透明性が確保され，市民のアクセスが容易で応答性の高い組織の構築を目指している．
　② 　行政活動の業績（performance）の向上：業績と連動する予算編成の仕組みやマネジメント
を導入し，政策の目的と成果との関係を明確化することで，運営に関する柔軟性や説明責任
を確保し意思決定過程の改善を図る．
　③ 　説明責任と組織のコントロールの改革：政策評価制度の導入，経済性・有効性・効率性（ ₃ E）
の観点に基づく会計検査の実施などを通じて，成果に基づく事後的な統制への転換と内部統
制の強化を目指す．
　④ 　政府（公共部門）の組織構造の見直し：地方分権改革，規制改革，民営化の推進などにより
行政組織を再編する．また，国や自治体に残されている組織も，企画立案部門から分離され
た政策実施機能を担うエージェンシーの設立などにより，規模・権限・機能の各側面におい
ても大きな変化が生じた．
　⑤ 　市場メカニズムの導入：公共サービスを供給する方法においても，事務事業の外部委託（ア
ウトソーシング）や，行政と民間部門との連携協働を目的とする PPP（Public Private 
Partnership：公民連携）の活用が進展した．
　⑥ 　公務員制度の改革：政府（公共部門）に勤務する職員の雇用制度の見直しが検討され，公務
員の定員削減や，一部では民間企業の雇用形態を参考とした雇用契約の多様化や業績給の導
入なども行われた．
　このような特徴を示す OECD 諸国の行政改革は，それぞれの国の統治構造を見直すパブリッ
ク・ガバナンス（public governance）の改革でもあり，変化の途上にある現在進行形の取組みと理
解される36）．
₅ ．お わ り に
　企業における適切な経営（統治）の仕組みを対象として，コーポレート・ガバナンス（corporate 
governance）が重視されるのと同様，近年では，行政システムのあるべき姿をめぐりパブリック・
ガバナンスの議論が注目を集めるようになった．このパブリック・ガバナンスの定義として，「人
間の社会的集団の統治に関わるシステムを構成する諸社会的行為者の相互関係の構造と行為者間
の相互作用のプロセスが発現する形態」とする見方がある37）．この定義は，公共空間を形成する主
体が政府（特に中央政府）のみに限られるものではなく，国際機関や自治体，企業，NGO（非政府
36）　OECD（₂₀₀₅）pp. ₁₅―₁₈（経済協力開発機構（₂₀₀₆）₂₅―₂₉頁）．
37）　宮川（₂₀₀₂）₄―₂₆頁．
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組織），NPO（非営利組織）など，社会の様々なアクターが関わり，多様なネットワークを構築し
ている実態を捉えた概念と理解される．
　パブリック・ガバナンスの議論が登場した要因としては，福祉国家モデルの危機（政府の失敗）
だけでなく，冷戦終結以降の世界的な社会経済環境の変化も挙げられる．経済のグローバル化や
情報通信分野など代表される急速な技術革新，あるいは人々の価値観の多様化などの変化は，そ
れまで当然とされてきた国家の社会に対する統治可能性を弱めるだけでなく，市民の国家に対す
る信頼感も低下させることになった．そのようなことから，国家（中央政府）を統治の頂点に戴く
従来の階層的な統治構造（ガバメント）のあり方を見直す機運が高まっている．
　多様な視角から議論されるパブリック・ガバナンスの概念には，次のような共通項があるとい
う38）．①多様な利害関係者（stakeholders）が関わるシナリオを前提とする．集合的な問題は行政機
関だけでは解決できるものではないため，多様な主体（市民，企業，非営利セクター，メディアな
ど）との協働が必要とされる．その場合，行政の活動よりも仲裁や調停，自己規制などの取組みが
より効果的に働く場合もある．②公式のルール（憲法，法律，規則など）とともに非公式のルール
（倫理規定，慣習，伝統など）の重要性も認められる．また，利害関係者間の交渉によりルールの重
要性は変化するものと想定される．③舵取りをする機構としての市場メカニズムに焦点を当てる
（例えば NPM のように）だけではなく，適切とされる状況のもとでは官僚制のような階層制組織
（行政機関）や協働のネットワークなども調整を容易にする仕組みとみなす．④目的と手段，投入
（input）と産出（output）などの論理のみに基づき推論することはしない．透明性，誠実や正直な
ど広く社会において重視される特性に関しては，それ自体の価値を認める．⑤ガバナンスとは政
治的なものであり，利益を追求するために影響力を行使しようとする利害関係者の相互作用に関
わるものとみなされる．それゆえに，統制を志向する管理主義者（managerialist）や，専門的な
意思決定に関わるエリートだけに委ねるべき事柄ではないものと理解される．
　このような流れのなかで，行政組織のあり方をめぐる議論も，これまでの主流であったヒエラ
ルキー型のモデルに代わり，社会の多様な組織から成る網目構造（web）を管理する能力に優れた
ネットワーク型政府モデルの優位性が主張されるようになった39）．また，行政活動のあり方も，従
来の法令主導のモデル（法的安定性の重視，階層制による統制）だけでなく，サービス主導のモデル
（市場機能の積極的な活用）や，市民主導のモデル（コミュニティにおける生活の質（QOL）とネット
ワーク機能を重視する）が構想されている40）．
　今日，政府（行政）が何らかの政策を実行する場合，企画立案から実施に至る全てのプロセスを
一手に担うことは困難な状況にある．例えば環境政策の分野では，国際機関のイニシアティブに
38）　Bovaird and Löffler（₂₀₀₂）pp. ₉―₂₄.
39）　Goldsmith and Eggers（₂₀₀₄）pp. ₇―₉．
40）　Bovaird and Löffler（₂₀₀₄）p. ₁₉（みえガバナンス研究会訳（₂₀₀₈）₂₆頁）．
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よる国境を越えた枠組み（国際条約）のもと，国（中央政府）が規制の枠組みを定め，具体的な取
組みは自治体・企業・NPO・市民などに委ねることもある．また，地域社会においても，経営資
源（ヒト・モノ・カネ）の制約のなかで自治体の行政組織が全ての公共サービスを担うことは難し
い．今後ますます多様化・複雑化することが予想される社会のニーズに応えていくためには，行
政システムの適時・適切な見直しを行い，公共サービスの供給における各主体間の適切な役割分
担が可能となる．パブリック・ガバナンスの構築が求められている．
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